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本研究の第 1 のファインディングは、調査対象である 6 つの農村における農家の所得構
成の顕著な変化である。これらの農村はもともといずれも稲作農村であり、1987 年には稲
作所得の比率が 62％、コメ以外の作物からの所得を含めた農業所得は 86％を占めていた。
逆に非農業所得はわずかに 14％を占めていたに過ぎない。ところが 2004 年には稲作所得
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2. 第 2章第 1節の分析は 2節の分析に比較して長すぎる。よって再考の必要がある 










9. 選定された村の代表性、1987年と 2004年の特徴についても議論すべきである。 
10. データの信頼性、推定結果の信頼性について議論すべきである。 







これらのコメントはついたが、各審査委員による 5 段階採点の平均値は 4.45 点であり、
合格の基準となる 4.0点を大きく上回った。そこで、審査委員会は以上の諸点の改訂が確か
に完了したという主査の判断をもって合格とすることを決議した。よって理論および政策
分析の双方において博士論文にふさわしい学問的業績であると考える。審査委員会は、本
論文の査読及び発表会での報告と質疑応答のすべてに鑑みて、博士（国際開発研究）の学
位を授与することが妥当であると結論する。 
